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[bookmark: _GoBack]1. 本日は、日本における司法部と立法府の対話について、主にお話する予定です。ただその前に、主催者からのご要望に基づき、偽ニュースについて、前置きをしておきたいと思います。
偽ニュース(fake news)、あるいは、post-truth 時代の到来が、世界中で話題になっています。しかし、真偽の疑わしい情報が世に広まること、各国政府やその高官が事実と異なる情報を公表することは、今までもあったことです。
　対イラク戦争の開始にあたって、アメリカ、イギリス両政府は、サダム・フセイン政権が大量破壊兵器を製造・備蓄していると主張しましたが、それが誤っていたことは周知の通りです。1898年のアメリカ－スペイン戦争では、ハバナ湾に停泊していたアメリカの巡洋艦メイン号の爆破が開戦のきっかけになりました。スペインによる意図的な爆破だと当時、アメリカの新聞は書き立てましたが、現在では、単なる事故であったと考えられています。さらに、満州事変勃発の発端となった満州鉄道爆破事件（柳条湖事件）を、日本側は中国軍の仕業だと主張しましたが、実は関東軍による謀略でした。
　また、新聞やテレビ・ラジオなど、情報の収集・編集・校訂の入念なプロセスを経る従来型のメディアと異なり、インターネット上には、真偽不明の情報、名誉・プライバシー・知的財産権など、他人の権利を明白に侵害する情報があふれていることは、みなさん御存知の通りです。政治学者のTimothy Garton Ash は、インターネットを巨大な下水管にたとえています(Timothy Garton Ash, Free Speech: Ten Principles for a Connected World (Yale University Press, 2016))。
　したがって、現在、偽ニュースが議論の焦点になっているのは、それが最近になって生まれた現象だからではないでしょう。日本において偽ニュースが議論される背景には、アメリカ合衆国の大統領選挙において、偽ニュースが選挙結果を左右したのではないかと多くの人々が疑っていること、そして選出された大統領が、真偽不明の情報を毎日のようにTwitterで公表していることにあると思われます。
　アメリカの大統領の権限は、他国の元首とは比較になりません。アメリカの影響力は世界全体に及びます。しかも、9・11のテロ事件以降、大統領の権限はますます拡大しており、地球全体にわたる通信・通話のメタ・データの収集やドローンによる海外でのテロ容疑者の殺害にも及んでいます。しかし、アメリカの大統領は公正な選挙で選出されるし、自由で批判精神の強いメディアの活動を背景に有権者は適切な判断を下すことができると、アメリカ人も非アメリカ人も信じてきました。アメリカ人の教育水準は高く、経済的な豊かさを背景に民主政治のプロセスも安定している。世界を代表する新聞社やテレビ局が活動している。おかしな人が大統領に選出されるはずはない。
　しかし、その信頼は裏切られました。つまり問題は、偽ニュースが流布していること以上に、アメリカの民主的政治過程への信頼が崩壊したことにあるように思われます。
　この問題をどのように考えればよいでしょうか。第一に、表現の自由の根拠とされる思想の自由市場論は、多様な「思想」が相互に対立することを想定するものであり、何が「事実」であるかについて、多様な選択肢(alternatives)が提示されることを想定してはいません。真実でない情報を公表する自由は、憲法が保障するものとは言えないでしょう。
　何が「事実」であるかについて対立があるとき、その答えを自由な論争の結果に委ねるべきであるとは、必ずしも言えません。学問の分野で何が科学的真理であるかに争いがあるとき、一般市民も含めて、誰もが自由に参加する討議のフォーラムで答えを決めるべきだとは誰も考えません。訴訟当事者の間で何が事実であるか、争いがあるときは、厳格に定められた手続と立証手段に基づいて、何が事実であるかを裁判所が認定します。
　第二に、公職の選挙のプロセスで主に争われるのは、各候補者の政策の当否のはずです。各候補者の政策が、中長期的に見て、社会全体の利益に適うか否かは、簡単に判断できる問題ではありません。この点では、やはり政党間での自由な論争と、各有権者による自律的判断が求められます。
　第三に、政治や選挙のプロセスから、真実でない情報を排除するために法的規制を設ける場合は、表現の自由に対する過剰な規制となっていないか、制限の必要性と合理性は担保されているか等について、慎重に検討する必要があります。たとえば、インターネット上から真実でない情報を排除するために、日本の法制度は、公職の候補者の名誉を毀損する情報に関してnotice-and-takedown の特例（発信者への同意照会の期間を通常の7日から2日に短縮）を設けています（プロバイダ責任制限法3条の2）。ただ、これが実効性のある法制度と言えるかどうかは、今後の推移を見て判断する必要があるでしょう。
第四に、インターネット上から偽ニュースを完全に除去することは不可能でしょう。真実を報道する自律的な内部組織と伝統を備えた既存のメディアの努力に期待する他は、一般市民のメディア・リテラシーを高める教育・啓発活動に力を注ぐ必要がありそうです。

2. 司法部と立法府の対話──投票価値の平等を目指して

はじめに
2015年のある大法廷判決の補足意見で、千葉勝美判事は、「国家機構の基本となる選挙制度の大改革を目指し、司法部と立法府の間で、いわば実効性のあるキャッチボールが続いている」と述べています。この判決当時、「衆議院選挙制度に関する調査会」が衆議院議長の諮問機関として設置され、そこで、最高裁の先例を踏まえた制度の見直しがなされていました。調査会は2016年1月に答申を公表し、その答申に基づいて同年、衆議院の選挙制度に関する改革が実施されました。ここでは、投票価値の平等に関して最高裁が示した「判断」を1976年の画期的判決に遡って紹介し、その後、現在に至るまで継続する「最高裁と国会との対話」を描こうと思います。

Ⅰ　1976年大法廷判決
日本の最高裁が投票価値の平等の問題について初めて積極的に踏み出したのは、1976年4月14日の大法廷判決においてでした。この事件で争われたのは、1972年12月10日に施行された衆議院議員総選挙における投票価値の較差でした。当時の衆議院の選挙制度は、いわゆる中選挙区制で、各選挙区から3人から5人の議員を選出する制度でしたが、有権者が投票できるのは1人の候補者についてだけという、比較制度的に見ても、珍しい制度でした。
　1972年当時、投票価値、つまり議員一人当たりの有権者の数は、全国で見ると、最大で約1対5の較差がありました。この較差が平等を求める憲法14条に違反するとして、千葉1区の有権者が同区での選挙が無効であると主張して提起したのが、この訴訟です。
　最高裁は、最初に、憲法は選挙権の平等を求めており、選挙権の平等は、「各選挙人の投票の価値、すなわち各投票が選挙の結果に及ぼす影響力」の平等をも求めているとしました。しかし、代表民主制の下での選挙制度は、各国の事情に即して定められるべきもので、「そこに論理的に要請される一定不変の形態があるわけのものではない」ことから、具体的な選挙制度の決定に際しては、国会に広い立法裁量が認められます。ただ、選挙区割りを行うにあたって、投票価値の平等が「最も重要かつ基本的な基準とされるべきことは当然である」としました。
　違憲判断の物差しとして、最高裁は明確な数的基準は示していません。「具体的に決定された選挙区割と議員定数の配分の下における選挙人の投票価値の不平等が、国会において通常考慮しうる諸般の要素をしんしゃくしてもなお、一般的に合理性を有するものとはとうてい考えられない程度に達しているときは、もはや国会の合理的裁量の限界を超えているものと推定されるべき」だという、緩やかな判断の物差しが示されています。
　ただ、本件選挙当時における全国で最大約5対1の較差は、最高裁によると、「一般的に合理性を有するものとはとうてい考えられない程度に達しているばかりでなく、これを更に超えるに至っている」ものでした。
　しかし、これで直ちに選挙区割り（公職選挙法上の議員定数配分規定）が違憲と結論付けられるわけではありません。投票価値の較差は、産業化の進展に伴う地方から都市部への人口集中という漸次的な変化によって発生したものだからです。そのため最高裁は、較差が選挙権の平等の要求に反する程度になったとしても、「直ちに当該議員定数配分規定を憲法違反とすべきものではなく、人口の変動の状態をも考慮して合理的期間内における是正が憲法上要求されていると考えられるのにそれが行われない場合に初めて憲法違反と断ぜられるべき」だとします。
　ただ、本件選挙当時の較差については、是正に必要な「合理的期間」もすでに経過していたというのが、最高裁の結論でした。そして、議員定数配分規定は、全体が不可分の一体をなすものですから、全体が違憲の瑕疵を帯びることになります。
　次の問題は、議員定数配分規定が全体として違憲である以上、それに基づいて施行された衆議院議員の選挙も当然に無効となるかです。当然無効だと考えると、衆議院議員はすべて失職することになり、その任期中に制定された法律もすべて無効ということになりかねません。これは憲法の所期しない事態で、最高裁は、当然に無効であるとの解釈をとるべきでないことは「極めて明らかである」とします。
　ところで、本件訴訟は、公職選挙法上の選挙無効訴訟でした。この訴訟は、施行された選挙が違法であるとされたとき、当該選挙区での選挙のみを将来に向けて無効とするものですから、無効判決を下しても、衆議院議員がすべて失職する事態は生じません。しかし、本件訴訟の原告が千葉1区で選挙無効訴訟を提起したのは、千葉1区の議員の数が足りないからです。それなのに、千葉1区の選挙を無効とすれば、この選挙区の議員がいなくなるだけです。
　そこで最高裁が目を付けたのが、行政訴訟事件法31条の規定する事情判決制度です。行政処分が違法であっても、当該処分を取り消すことで公の利益が著しく損なわれる場合、裁判所は処分を取り消さないことができるとする制度です。最高裁は、同様の「法理」が本件でもあてはまるとして、千葉1区の選挙を無効とせず、判決主文において、選挙が違法である旨を宣言するにとどめることにしました。判決を受けて、立法府が投票価値の不平等を是正する措置を講ずることを期待したわけです。
　選挙無効訴訟は、選挙を管理する法令に違背して選挙が施行されたとき、当該選挙を無効として、選挙をやり直すことを目的としたものです。選挙の根幹にある定数配分規定が投票価値の不平等のゆえに違憲である事態は、無効事由としては想定されていなかったと言ってよいでしょう。しかし、この訴訟以外に、投票価値の較差を争う訴訟を見出すことは困難でした。しかし、違憲だからといって選挙を無効とすれば、「憲法の所期するところ」ではない事態が生じてしまいます。この苦境を乗り切るために最高裁が編み出したのが、「事情判決の法理」です。

Ⅱ　2011年大法廷判決
その後、1994年に国会は衆議院議員の選挙制度を大きく変革して、小選挙区比例代表並立制を導入しました。500人の定員のうち300人を小選挙区で、200人をドント(d’Hondt)式の比例代表方式で選出する制度です。小選挙区の選挙区割りについては、各都道府県の区域内の選挙区の数は、各都道府県に予め1を配当した上で、これに小選挙区選出議員の定数（当初は300）に相当する数から都道府県の数（47）を差し引いた数を各都道府県の人口に比例して配分した数を加えた数とするものとされました（同条2項）。
　最初に各都道府県に1人ずつ議員を割り当てるこの方式は、1人別枠方式と言われ、人口の少ない県に議員の数を多めに配分することになります。この方式が採用された理由については、「過疎地域に対する配慮」、より具体的には「人口の少ない県に居住する国民の意思をも十分に国政に反映させるため」であるとの説明がなされていました。
　しかし最高裁は、これでは投票価値の平等という憲法の要請に反して1人別枠制を採用すべき理由にはならないと指摘しました。憲法43条によると、国会議員はいずれも「全国民を代表する」べきだからです。つまり、いずれの地域から選出されたかを問わず、すべての議員は「全国民を代表して国政に関与することが要請されて」おり、かりに人口の少ない地域に対する配慮が必要だとしても、それは「全国的な視野から法律の制定等に当たって配慮されるべき事柄であって、地域性に係る問題のために、殊更にある地域の選挙人と他の地域の選挙人との間に投票価値の不平等を生じさせるだけの合理性があるとはいい難い」ことになります。
　もっとも、この一人別枠方式に全く何の合理性もなかったわけではありません。「新しい選挙制度を導入するに当たり、直ちに人口比例のみに基づいて各都道府県への定数の配分を行った場合には、人口の少ない県における定数が急激かつ大幅に削減されることになるため、国政における安定性、連続性の確保を図る必要があると考えられたこと、何よりこの点への配慮なくしては選挙制度の改革の実現自体が困難であったと認められる状況の下で採られた方策」だったからです。選挙制度の大改革にあたっての激変緩和措置だったというのが、最高裁の理解です。
　そうだとすれば、新しい選挙制度が導入されて安定的に運用されるようになった時点では、激変緩和措置の合理性は失われます。最高裁は、新しい選挙制度は定着して安定的な運用がされるようになってきており、1人別枠方式の合理性はもはや失われたと結論づけました。

Ⅲ　司法部と立法府の対話
2011年の大法廷判決が下された後に、話題となったのは、最高裁の判断にもかかわらず、国会が投票価値の平等の要請にかなう十分な立法的措置を講じなかった場合、最高裁は、選挙を無効とすることがあり得るかでした。1976年の大法廷判決は、前に見たように、定数配分規定を違憲としながらも選挙を無効とはしませんでした。その後も、投票価値の較差を理由として、選挙が無効とされた例はありません。
　2011年判決の後も、最高裁は選挙無効の判決を下していません。その背景には、冒頭で説明した千葉勝美判事の指摘する衆議院議長の諮問機関が設置され、司法部と立法府とのキャッチボールが続いている状況があったと思われます。この調査会は2016年1月に答申を公表しましたが、そこでは、
①　衆議院議員の定数を10減らして465人とし、そのうち小選挙区選挙の定数を6、比例代表選挙の定数を４減らすこと。
②　小選挙区選挙については、選挙区間の投票価値の較差を2倍未満とし、各都道府県への議席配分は、各都道府県の人口を一定の数値で除し、それぞれの商に小数点以下を切り上げて得られた数の合計が小選挙区選挙の定数と一致する方式（いわゆるアダムズ方式）とすること
が提案され、この提案に沿った法改正が2016年5月に成立しています。

Ⅳ　それほど重要な問題なのか
投票価値の平等という憲法上の要請については、それがどれほどの重要性を持つのか、疑問を差し挟む向きもないではありません。最高裁は、投票価値とは「各投票が選挙の結果に及ぼす影響力」の平等だと言いますが、現代の民主政の下では、小選挙区でも何十万人もの有権者が投票するため、各有権者が選挙の結果に及ぼす影響力など無に等しいという見方もあり得るからです。アンソニー・ダウンズの言い回しを借りるならば、「個々人の票など、大海の一滴にすぎない。投票全体の中で一人の投票が選挙の結果を左右する確率はゼロではないにしても、きわめて小さい」というわけです。
　こうした懐疑論に対しては、二通りの回答が可能です。第一に、かりに各投票が選挙の結果に及ぼす影響力がほとんどゼロに等しいとしても、それでも各有権者を平等な存在として扱うこと自体に意味があるというものです。すべての国民を平等な存在として扱うことには、現実の影響力の有無を超える象徴的意義があります。
　第二に、各有権者の投票が結果に及ぼす影響力は本当にないのか、という疑問を提起することができます。本当に結果に及ぼす影響力がゼロに等しいのであれば、なぜ国政選挙のたびに有権者は大挙して投票に赴くのでしょうか。人々はそんなに非合理的で頭が悪いのでしょうか。
　大きくて重いボートを持ち上げることを例として考えてみましょう。1人では到底持ち上げることはできません。2人でも無理です。しかし10人が力を合わせれば、重いボートも持ち上げることができます。
　同じように、ある小選挙区で私が支持している候補者がいるとしましょう。私1人の票で彼女を当選させることはできません。2人でも、また10人でも無理でしょう。しかし10万人が力を合わせれば、彼女を投票させることができる。その10万人のうちの1人として私が投票するのであれば、私の票は結果に影響を与えています。ボートの場合は10人でしたが、それが選挙では10万人だというだけです。
　もちろん、私の支持する候補者に進んで投票しようとする人々がいつも10万人いるとは限りません。しかし、そういう場合が全くないとは言えません。1人の有権者の投票が、常に結果に投票を及ぼすことがあり得ないというのは、明らかに言い過ぎです。

むすび
投票価値の平等を目指す選挙制度の改革は、利害が錯綜し、調整の容易でないテーマでもあり、万人の納得する選挙制度に到達することは、期待できないでしょう。選挙制度に関しては、「論理的に要請される一定不変の形態」があるわけではないからです。選挙制度の背後に、反映されることを待ち構えている「真の民意」が存在するわけでもありません。存在するのは、投票結果のみであり、それが正しいか否かは、時間が経ってみないと分かりません。投票価値の平等をめぐる司法部と立法府との対話は、今後も継続することが予想されます。
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